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＜様式２＞

１．施策の方向性
①

②

③

④

①

平成23年度～
平成27年度

# 36 # # # # # #

２．主な取組と構成事務事業一覧

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

①

②

③

④

1

2

3

4

5

平成27年3月
平成27年度～
平成３１年度

第2期京丹後市子ども・子育
て支援事業計画を策定（令
和2年度～令和6年度）

決算額 （単位：千円） 事務の改善

現状維持

　 保護者の就労等で保育を必要とする児童の保育を民間保育所（1園）に委託するとともに、大
宮北保育所（公設）の運営を社会福祉法人に委託する。　また、市外の保育所及び認定こども園
等を利用する広域入所を委託する。

　就学前の子どもの健やかな育ちを確保するため、保育ニーズに応じた保育環境の整備はもとより、保育士や教員の資質向上及び
専門性を高めるために研修機会を設けるとともに、教育・保育を総合的に提供できる環境づくりに取り組みます。また、小学校への円
滑な接続を図るため、保育所、認定こども園及び小学校の連携を強化します。
　地域や家庭で安心して子育てができるよう、地域の実情や保護者のニーズを的確に把握しサービス情報の周知徹底を図るととも
に、子育てや就学前教育についての情報交換や気軽に相談する場の確保に努めます。

 【参考】施策に関連するその他の計画
計画名称 計画概要 策定年月 計画期間 備考

157,131    148,780    176,896    

保護者の就労状況等や家庭環境に関わらず、就学前の教育・保育を総合的に提供できる環境整備を進
め、待機児童ゼロの継続を目指します。

子育て家庭の子育ての不安に寄り添いサポートする体制の強化を図ります。

職員自身の自主的な資質向上を促すため、保育所・認定こども園の全職員を対象とした研修や担任会、
公開保育の実施、職員の交流機会の充実を図ります。

保育所の民営化に伴い、長時間保育や休日保育の実施などサービスの拡充を行っています。今後も需
要の高まりが想定できることから、さらなる民営化を検討していきます。

２．保育所、認定こども園及び小学校
　　の連携強化

「京丹後市小中一貫教育保幼小接続モデルプラン」を参考に、各学園（中学校区）の接続プランを充実さ
せて、就学前教育・保育と小学校教育の円滑な接続を図るための取組みを一層進めます。

保護者の就労状況等や家庭環境に関わらず、就学前の教育・保育を総合的に提供できる環境整備を進め、待機児童ゼロの継続を目指します。

職員自身の自主的な資質向上を促すため、保育所・認定こども園の全職員を対象とした研修や担任会、公開保育の実施、職員の交流機会の充実を図
ります。

保育所管理運営事業【繰越】 こども未来課

-             　園児送迎用バスへの安全装置設置の義務化に伴い、国の補助金を活用し、公立保育所で運
行する送迎用バスに安全装置を設置する。

270,847    

-             333          

京丹後市教育振興計画

担当課 担当課長

子育て支援課 蒲田　有希子

施策評価・進捗管理調書（内部評価結果）

重点目標 1 就学前の子どもの教育・保育環境を充実します

　保育所運営が円滑に行えるよう、児童の健康管理や会計年度任用職員を任用するほか、給食
調理業務、児童送迎業務等を実施する。

保育所管理運営事業

京丹後市保育所再編等推
進計画

将来にわたり子どもたちにとってより良い保育を保障するため、地
域の特性に配慮しながら、小規模保育所等の統廃合及び社会福
祉法人への運営委託等を具体的に進めるために策定

平成23年3月
第2次京丹後市保育所再編
等推進計画を策定（平成29
年度～令和3年度）

※各事業の成果・課題について
は、別紙決算附属資料参照

第2次京丹後市総合計画
市の目指す基本理念、目標、将来像などを示した「基本構想」
と、その構想を実現するための各種施策を総合的、計画的に体
系化した「基本計画」

平成27年3月
平成27年度～
令和6年度

１．就学前教育の環境整備

保育所の民営化に伴い、長時間保育や休日保育の実施などサービスの拡充を行っています。今後も需要の高まりが想定できることから、さらなる民営
化を検討していきます。

こども未来課

基本的方針

１．就学前教育の環境整備

京丹後市子ども・子育て支
援事業計画

市における子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体
で支援する環境づくりを一層進めるため策定

　国府制度を活用し、民営保育施設が行う障害児保育等の特別保育事業、新型コロナウイルス
感染症対策物品等整備、保育環境の向上につながる取組等に対して補助金を交付することによ
り、円滑な事業及び施設運営を支援する。

保育所保育事業等補助金 こども未来課

44,351     35,841     49,469     現状維持

保育所保育事業等補助金【繰越】 こども未来課

-             137          -             　園児送迎用バスへの安全装置設置の義務化に伴い、国の補助金を活用し、私立こども園の安
全装置の設置を支援する。

こども未来課 金子　隆行

主な取り組み
R4決算額 R5決算額 R6予算額

評価を踏まえた今
後の方向性

保育業務委託事業 こども未来課

399,884    

子育て家庭の子育ての不安に寄り添いサポートする体制の強化を図ります。

287,783    現状維持

ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＰＬＡＮ

ＰＬＡＮ
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↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

6

7

8

9

10

11

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

①

12

 事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

13

14

15

16

1

2

３．教育振興計画で掲げている主な目標指標

年度

R6

R6

R6

R6

R6

R6

認定こども園施設管理事業

人 -

37           

ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業 子育て支援課

61           90           

　「第2期京丹後市子ども・子育て支援事業計画」の進捗管理、評価並びに「第３期京丹後市子ど
も・子育て支援事業計画」の策定に向けた子育て支援に関する調査、研究を行う。

　子どもの預かり等の援助を受ける方、援助を行う方からなる会員同士の援助活動を調整し、子ど
もを持つ家庭の子育てを支援することにより仕事と育児の両立、安心して子育てができる環境づく
りを進める。

こども未来まちづくり審議会事業 こども未来課

7,668       58,737     現状維持　施設を利用する児童、職員が安全に過ごすことができるよう必要な点検・整備を実施し、適切な
維持管理を行う。

保育所施設管理事業

       2,000 拡大

か所 6 H25 10 R5 10

か所 0

38           現状維持

こども未来課

こども未来課

4,886       

185          現状維持

こども未来課

　施設を利用する児童、職員が安全に過ごすことができるよう必要な点検・整備を実施し、適切な
維持管理を行う。

7,768       13,016     8,055       現状維持

保育所・こども園職員の全体研修数 回 3 H25 3 R5 5

主な目標指標

6

8

民営化保育所設置数 か所

保育所・こども園待機児童数ゼロの継続 0H25 0 R5

評価を踏まえた今
後の方向性

R6予算額R5決算額R4決算額

２．保育所、認定こども園及び小学校の連携強化

R6予算額

統合（整理）

事務の改善

主な取り組み
R4決算額 R5決算額 R6予算額

評価を踏まえた今
後の方向性

R5決算額

認定こども園保育利用管理運営事業【繰越】

2,941       3,252       　子育て環境の充実を図り、子どもを地域社会全体で育て、支える仕組みづくりを推進することを
目的に、市内で行われる子育て支援に関する活動等を支援する。

認定こども園保育利用管理運営事業 こども未来課

　認定こども園（2号・3号認定児）の運営が円滑に行えるよう、職員研修・児童の健康管理や会計
年度任用職員を任用するほか、給食調理業務、児童送迎業務を実施する。　また、私立認定こど
も園に対し施設給付を行う。

76,677     　認定こども園（1号認定児）の運営が円滑に行えるよう、児童の健康管理や会計年度任用職員
の任用を行う。　また、私立認定こども園に対し施設給付を行う。

拡大

子育て環境整備事業

 「京丹後市小中一貫教育保幼小接続モデルプラン」を参考に、各学園（中学校区）の接続プランを充実させて、就学前教育・保育と小学校教育の円滑
な接続を図るための取組みを一層進めます。

学校教育課

449          

認定こども園教育利用管理運営事業 こども未来課

保育支援事業 子育て支援課

4,326       4,709       5,279       現状維持

こども未来課

-             1,064       -             拡大　園児送迎用バスへの安全装置設置の義務化に伴い、国の補助金を活用し、公立こども園で運
行する送迎用バスに安全装置を設置する。

保幼小中一貫教育推進事業

　「京丹後市の学校教育改革構想」に基づき、保幼小中一貫教育の推進に向け、協議会及び専
門部会で調査研究を行う。　また、子どもたちの学びを支える教員の授業力と学級経営力を高め
るための研修を実施し、指導の一貫性を通じて子どもたちの確かな学力、豊かな心を育成する。

評価を踏まえた今
後の方向性

745          6,356       

108,478    現状維持

1,558,472 

H25

年度

R5子育て支援センター数 か所 7 H25 8

病後児保育の実施事業所数

22,982     30,998     31,361     現状維持　 地域の子育て支援の拠点として市内8か所に子育て支援センターを設置し、育児相談や子育
て情報の提供等、在宅で子育てをしている保護者とその子どもたちを取り巻く子育て環境の充実
を図る。

１．就学前教育の環境整備 決算額 （単位：千円）

子育て支援ｾﾝﾀｰ事業 子育て支援課

上記の「主な取り組み」への位置付けが困難な事業 決算額 （単位：千円） 事務の改善

- H25 4
（公設民営含む）

R5

1,869,084 

目標指標 単位
計画作成時 実績値（現状） 目標値

年度

一時預かり実施事業所数

基本的方針

　就学前の子どもの健やかな育ちを確保するため、保育ニーズに応じた保育環境の整備はもとより、保育士や教員の資質向上及び専門性を高
めるために研修機会を設けるとともに、教育・保育を総合的に提供できる環境づくりに取り組みます。また、小学校への円滑な接続を図るため、
保育所、認定こども園および小学校の連携を強化します。
　地域や家庭で安心して子育てができるよう、地域の実情や保護者のニーズを的確に把握しサービス情報の周知徹底を図るとともに、子育てや
就学前教育についての情報交換や気軽に相談する場の確保に努めます。

1 R5 1

計 1,559,653 

　 保護者の養育が一時的に困難となった児童や病気の回復期にある児童を一時的に保育する
ことで保護者の子育てと就労を支援する。　また、認可外保育施設等を利用し認定を受けた方に
対して施設等利用費を給付するほか、低所得世帯等を対象に日用品等の購入費用等の一部を
助成する。

78,418     

836,420    965,342    1,134,447 

決算額 （単位：千円） 事務の改善

主な取り組み
R4決算額

36           
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４．施策の進捗状況の評価と今後の課題［基本的方針の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

５．今後の施策展開の考え方（令和６年度までの主な取組）

×

《病後児保育の実施事業所数》
　保護者の就労支援のため、子どもが病気の後であっても安心して預けられる環境が整えられている。課題として、
支援が必要な方が利用できるよう制度の周知を図る必要がある。

《子育て支援センター数》
　市内8か所で開設しており、子育て相談に対応するとともに、子育て世代間の友達づくり、情報共有など居場所を
提供することができた。スペースの関係で児童の年齢に応じたクラス編成により、利用の曜日を決めるという調整を
せざるを得ない点が課題となっていることから、網野地域子育て支援センター（旧浅茂川保育所）において、市内他
地域からの受け入れも行っている。

《一時預かり実施事業所数》
　平成28年度から、大宮北保育所とこうりゅう保育所を公設民営に移行させたことに伴い、両施設とも一時預かりを
開始して、サービスの向上を図ることができている。

《保育所・こども園職員の全体研修数》
　新型コロナウイルス感染症の5類移行により、感染防止対策を行いながら多くの職員が研修を受けることができ
た。職員の資質向上は、教育・保育を提供する上で課題でもあり、担任会や園長・所長研修、園内研修など身近な
ところで研修の機会を設けて研鑽している状況である。

 《保育所・こども園待機児童数ゼロの継続》
　保育所、こども園への入所・入園率が高くなっている状況の中、保育従事者が不足している状況ではあるが、体
制を整備し、待機児童ゼロを継続することができた。

 《民営化保育所設置数》
　現在4施設で民営化しており、今後2か所の民営化を検討しているが、保育従事者の不足から受託法人がない状
態であることから、状況を見極めながら推進していきたい。

令和５年度成果と今後の課題

区分 No. 具　体　的　内　容

施策展開の考え方

◎

○

○

▲

1

　保育所の利用において、0～2歳の低年齢児の利用は継続的なニーズがあることから、このニー
ズに応える保育所の運営を続けるとともに、令和2年3月に策定した第2期京丹後市子ども・子育
て支援事業計画と整合性を図りつつ、今後も子育て支援の施策の充実を図る。併せて、令和7年
度からの第3期京丹後市子ども・子育て支援事業計画を策定する。

2
　「京丹後市小中一貫教育保幼小接続モデルプラン」を参考に、各学園で保幼小の情報共有や
教職員の交流と相互理解を深めるなど、小学校教育への円滑な接続を図るための取組の充実を
図る。

進捗状況区分 評価

ＣＨＥＣＫ ＡＣＴ

ＡＣＴ
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03

02 98.2 %

02

04

25

03

02

02

04

38.0 %

25

20



03

02 99.9 %

03

04

25

03

02 98.1 %

04

04

25

21



03

04

02 39.1 %

04

25

R5.

25

99.0 %

03

02

03

02

22



03

02 97.9 %

02

04

25

6

05

03

95.3 %

02

02

25

23



03

02 99.6 %

06

04

25

03

02 99.3 %

07

04

25

24



03

07

02 38.0 %

04

25

10

14

01 99.8 %

02

26

25



03

02 99.6 %

05

04

25

03

02 99.7 %

08

04

25

26



03

02 87.3 %

02

01

25

03

03

02

01

26.8 %

25

27



＜様式２＞

１．施策の方向性
①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

①

②

③

④

⑤

⑥

学習指導要領に求められる教職員の資質・能力を育成するため、授業実践力や本市の児童生徒の現状
を踏まえた生徒指導力を高める研修を充実します。

保幼小中一貫教育により校種間を円滑に接続し、就学前から中学校卒業までの１０年間を見通した学習
指導を充実します。

放課後における学習や体験活動の充実に向け、学校、家庭及び地域が連携し、地域ぐるみの学習環境
の体制づくりを進めます。

学校教育改革構想に基づき、子どもたちの「確かな学力」と「社会を生き抜く力」を育む保幼小中一貫教
育を推進します。

学園（中学校区）を単位とした共通の目指す子ども像を設定し、その実現に向けて系統的で一貫性のあ
る学校園の教育活動を一層進めます。

保幼小中一貫教育等について保護者や地域の理解を深めるとともに連携を強化するため、教育フォーラ
ムを開催するなど、学校教育改革に関する情報提供・共有の機会を拡充します。

学識経験者や市民、保護者及び学校園関係者等が、学校教育改革を適切に検証、評価し、取り組みの
改善を進めます。

保幼小中一貫教育等における目標の実現状況や教育活動の成果が明らかになるよう、学校・学園評価
の充実に努め、地域とともにある学校・学園づくりを推進します。

子どもの発達や学習の特性等に応じた系統的で一貫性のある教育課程により、すべての学校園で就学
前から中学校卒業までの系統的な指導を実施するとともに、小中学校の接続期の指導を充実します。

加配教職員やスクールサポーターを効果的に配置し、児童生徒一人ひとりの学習状況に応じた指導体
制を整えます。

京丹後市への理解を深め、郷土への愛着と誇りを高めるとともに、地域生活への意欲を系統的に育む
「丹後学」を、地域の人々の協力と参画により、すべての小中学校で実施します。

子どもたちの基本的な生活習慣や家庭学習習慣の確立等について、学校園と家庭が連携した取り組み
を充実します。

１．保幼小中一貫教育の推進

２．学校園、家庭、地域の協働による
　　教育力の向上

家庭学習が定着するよう、学校園と家庭が連携して児童生徒の主体的な学習習慣を育成します。

学校支援ボランティアや大学のもつ専門性を活用したり、小中学校と高等学校が積極的に連携・交流し
たりするなど、児童生徒の知的好奇心や学習意欲を育むための取り組みを充実します。

子どもたちが将来、社会的に自立し、社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方・働き方
を実現する力を身に付けるため、就学前教育から義務教育修了時まで各学校段階を通じた体系的・系
統的なキャリア教育を推進します。

「丹後学」において、郷土とそこに生きる人々を通した探究活動を充実し、自己の生き方・あり方について
深く考える力を育てるとともに、児童生徒の将来への夢や希望を育みます。

児童生徒の学習に対する興味・関心や意欲と学習効果を高めるとともに、学習の基盤となる資質・能力
である情報活用能力を育成するため、情報通信ネットワークやコンピュータなどのICT環境を整備しま
す。

京丹後市教育振興計画

施策評価・進捗管理調書（内部評価結果）
担当課 担当課長

学校教育課 上羽　正行

基本的方針

  保幼小中一貫教育を柱とする学校教育改革の推進により子どもの成長に応じた指導の一貫性を確保する体制を充実することで
「確かな学力」を育み、あわせて、学校園、家庭及び地域が協働し、相互に連携しながら教育力の向上を図ります。
　一人ひとりの個性や能力、確かな学力を育むとともに、地域社会への理解と関心を高め、グローバル化や情報化等の社会の変化
に対応するなど、将来への夢と希望を基盤として未来を切り拓くことのできる「生き抜く力」を育みます。
　少子化の進行による学校の小規模化が予想されるなか、令和3年度に策定した学校適正配置基本計画に基づき、今後の学校の適
正配置を進めます。

教育総務課 西村　隆

重点目標 2 確かな学力・生き抜く力を育みます

３．確かな学力の育成

４．社会を生き抜く力の育成

小学校低学年から英語に親しむ活動を充実するなど、国際社会に生きる日本人としての基礎的な能力
を系統的に育成します。

国際感覚を持ちグローバル社会で活躍できる人材を育成するため、多文化共生社会の視点に立ち、諸
外国の文化や伝統を理解し興味・関心を深める国際理解教育を推進します。

環境の保全や主体的に環境に働きかける実践的態度・能力を育成するため、身近な環境に関心を持ち
人間と環境との関わりについて理解を求める環境教育を推進します。

学校園、家庭及び地域が育みたい子ども像や課題を共有し、連携・協力して進める地域の教育環境づく
りを推進します。

地域と学校の連携・協働の下、学校の教育活動に地域のボランティアが参画する「地域学校協働本部事
業」を推進します。

全国学力・学習状況調査の結果が、現在、全国・府平均を概ね上回っている学力についても、診断結果
をもとに児童生徒の学力状況をきめ細かく把握するとともに、分析結果を活用した指導改善により、児童
生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導を継続的に行います。

すべての教科や特別活動に「言語活動」や「コミュニケーション活動」の充実を位置付け、系統的・継続的
な指導を行います。

「丹後学」において京丹後市の学習素材を活かした体験的な学習や問題解決的な学習を行うなど、児童
生徒が目的意識を持って主体的に取り組む学習を充実します。

主体的に学びに向かう力や思考力、判断力、表現力等、習得した知識や技能を活用する力を育成する
ため、教育実践モデル校等を指定し、その実践と成果をすべての学校園に普及します。

ＰＬＡＮ
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# 36 # # # # # #

２．主な取組と構成事務事業一覧

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

①

②

③

④

⑤

1

2

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

3

4

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦ 学校支援ボランティアや大学のもつ専門性を活用したり、小中学校と高等学校が積極的に連携・交流したりするなど、児童生徒の知的好奇心や学習意
欲を育むための取り組みを充実します。

現状維持729          　「教育と学びのまち　京丹後」の実現に向け、生徒と保護者のニーズを踏まえ、放課後を活用し
た子どもたちの学びを支援する教育活動を実施する。

地域学校協働本部事業

保幼小中一貫教育により校種間を円滑に接続し、就学前から中学校卒業までの１０年間を見通した学習指導を充実します。

すべての教科や特別活動に「言語活動」や「コミュニケーション活動」の充実を位置付け、系統的・継続的な指導を行います。

家庭学習が定着するよう、学校園と家庭が連携して児童生徒の主体的な学習習慣を育成します。

全国学力・学習状況調査の結果が、現在、全国・府平均を概ね上回っている学力についても、診断結果をもとに児童生徒の学力状況をきめ細かく把握
するとともに、分析結果を活用した指導改善により、児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導を継続的に行います。

京丹後市への理解を深め、郷土への愛着と誇りを高めるとともに、地域生活への意欲を系統的に育む「丹後学」を、地域の人々の協力と参画により、す
べての小中学校で実施します。

579          659          

　「教育と学びのまち　京丹後」の実現に向け、「学校のニーズ」と「地域の人の持つ力」を結び付
け、学校・家庭及び地域が協力して子どもを育む環境の充実を図るため、学校と地域をつなぐ地
域コーディネーターを配置する。

主な取り組み

学習支援体制整備事業 学校教育課

6,256       3,643       

「丹後学」において京丹後市の学習素材を活かした体験的な学習や問題解決的な学習を行うなど、児童生徒が目的意識を持って主体的に取り組む学
習を充実します。

R6予算額

主体的に学びに向かう力や思考力、判断力、表現力等、習得した知識や技能を活用する力を育成するため、教育実践モデル校等を指定し、その実践
と成果をすべての学校園に普及します。

第2次京丹後市総合計画
市の目指す基本理念、目標、将来像などを示した「基本構想」
と、その構想を実現するための各種施策を総合的、計画的に体
系化した「基本計画」

※各事業の成果・課題について
は、別紙決算附属資料参照

-

決算額 （単位：千円）

保幼小中一貫教育推進事業《再掲》 学校教育課

-

１．保幼小中一貫教育の推進 事務の改善

R6予算額

学校教育改革構想に基づき、子どもたちの「確かな学力」と「社会を生き抜く力」を育む保幼小中一貫教育を推進します。

学園（中学校区）を単位とした共通の目指す子ども像を設定し、その実現に向けて系統的で一貫性のある学校園の教育活動を一層進めます。

学識経験者や市民、保護者及び学校園関係者等が、学校教育改革を適切に検証、評価し、取り組みの改善を進めます。

評価を踏まえた
今後の方向性

京丹後市学校教育改革構
想

子どもの発達や学習の特性等に応じた系統的で一貫性のある教育課程により、すべての学校園で就学前から中学校卒業までの系統的な指導を実施
するとともに、小中学校の接続期の指導を充実します。

評価を踏まえた
今後の方向性

R5決算額 R6予算額

決算額 （単位：千円） 事務の改善

統合（整理）

２．学校園、家庭、地域の協働による教育力の向上

保幼小中一貫教育実践事業 学校教育課

　「京丹後市の学校教育改革構想」に基づき、保幼小中一貫教育を実践し、学力の向上及び生
徒指導上の課題解決を目指すとともに、将来に夢と希望をもって生き生きと学ぶことのできる子ど
もを育成するほか、地域の学習を通じて郷土への理解、愛着と誇りを高め、自己の生き方・在り方
の探求を進める「丹後学」の充実を図る。

5,046       5,085       -             統合（整理）

 【参考】施策に関連するその他の計画
計画名称 計画概要

平成27年度～
令和6年度

-　「京丹後市の学校教育改革構想」に基づき、保幼小中一貫教育の推進に向け、協議会及び専
門部会で調査研究を行う。　また、子どもたちの学びを支える教員の授業力と学級経営力を高め
るための研修を実施し、指導の一貫性を通じて子どもたちの確かな学力、豊かな心を育成する。

保幼小中一貫教育等における目標の実現状況や教育活動の成果が明らかになるよう、学校・学園評価の充実に努め、地域とともにある学校・学園づく
りを推進します。

主な取り組み
R4決算額

保幼小中一貫教育等について保護者や地域の理解を深めるとともに連携を強化するため、教育フォーラムを開催するなど、学校教育改革に関する情
報提供・共有の機会を拡充します。

策定年月 計画期間 備考

平成27年3月

計画期間の定
めなし

中学校卒業時に期待される学力をすべての生徒が確実に身に
付けることができるようにしていくため、保育所・幼稚園、小学校、
中学校の１０年間を見据え、より系統的で一貫性のある教育を実
践するための構想を策定

R4決算額 R5決算額

平成24年11月

主な取り組み

学習指導要領に求められる教職員の資質・能力を育成するため、授業実践力や本市の児童生徒の現状を踏まえた生徒指導力を高める研修を充実し
ます。

加配教職員やスクールサポーターを効果的に配置し、児童生徒一人ひとりの学習状況に応じた指導体制を整えます。

子どもたちの基本的な生活習慣や家庭学習習慣の確立等について、学校園と家庭が連携した取り組みを充実します。

学校園、家庭及び地域が育みたい子ども像や課題を共有し、連携・協力して進める地域の教育環境づくりを推進します。

地域と学校の連携・協働の下、学校の教育活動に地域のボランティアが参画する「地域学校協働本部事業」を推進します。

 放課後における学習や体験活動の充実に向け、学校、家庭及び地域が連携し、地域ぐるみの学習環境の体制作りを進めます。

評価を踏まえた
今後の方向性

決算額 （単位：千円）

3,677       

３．確かな学力の育成

生涯学習課

事務の改善

拡大

R4決算額 R5決算額

ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＰＬＡＮ
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↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

5

6

7

8

9

10

11

12

13

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

①

②

③

④

⑤

⑥

14

15

16

17

４．社会を生き抜く力の育成

25,486     

子どもたちが将来、社会的に自立し、社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方・働き方を実現する力を身に付けるため、就学前教育か
ら義務教育修了時まで各学校段階を通じた体系的・系統的なキャリア教育を推進します。

　中学校の英語授業補助、小学校の外国語授業及び外国語活動推進のため、一般財団法人自
治体国際化協会のJETプログラムを活用して、外国語指導助手（ALT）を招致・任用する。

縮小

学校情報化推進事業

事務の改善

教育総務課

　GIGAスクール構想に基づいて整備したICT環境を活用し、児童生徒にとってわかりやすく魅力
のある授業を進め、児童生徒の情報利活用能力を育成するほか、児童生徒・教職員1人1台タブ
レット端末等の電子機器の導入、校内LAN及び学校情報通信ネットワークを維持管理するととも
に、教育のICT化及び校務の効率化を図る。

学校教育課

19,691     19,243     24,145     拡大
　経済的理由によって就学困難な児童の保護者を支援するため、学用品費、学校給食費、医療
費等を支給するとともに、特別支援学級入級児童等の保護者の経済的負担を軽減するため、奨
励費を支援するほか、障害等により通学が困難な児童が公共交通等を利用した際の通学費（交
通費）及び送迎時の燃料代を支給する。

　生徒の主体的、意欲的な学習活動や読書活動を充実させ、学力の向上を目指すため、授業に
必要な学習教材を整備し、学習活動と教育内容の拡充を図るとともに、学校図書を計画的に整
備する。

学校教育課

R5決算額

56,940     

中学校就学援助事業

決算額 （単位：千円）

22,429     

　生徒の学力充実、向上を目指すとともに、豊かな人間性、健やかな体づくりなど生徒の「たくまし
く生きる力」を育成するため、学力調査等を踏まえた指導、副読本の活用や学習教材冊子の作
成、学校外での学習活動等を取り入れるとともに、体育大会への参加や部活動等を支援し、教育
内容の充実を図る。

中学校教育振興備品整備事業 学校教育課

24,127     25,955     

国際交流員招致事業 学校教育課

4,649       

主な取り組み
R4決算額

国際感覚を持ちグローバル社会で活躍できる人材を育成するため、多文化共生社会の視点に立ち、諸外国の文化や伝統を理解し興味・関心を深める
国際理解教育を推進します。

環境の保全や主体的に環境に働きかける実践的態度・能力を育成するため、身近な環境に関心を持ち人間と環境との関わりについて理解を求める環
境教育を推進します。

現状維持

現状維持6,619       

23,452     
　経済的理由によって就学困難な生徒の保護者を支援するため、学用品費、学校給食費、医療
費等を支給するとともに、特別支援学級入級児童等の保護者の経済的負担を軽減するため、奨
励費を支援するほか、障害等により通学が困難な児童が公共交通等を利用した際の通学費（交
通費）及び送迎時の燃料代を支給する。

「丹後学」において、郷土とそこに生きる人々を通した探究活動を充実し、自己の生き方・あり方について深く考える力を育てるとともに、児童生徒の将
来への夢や希望を育みます。

24,214     

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成事業

児童生徒の学習に対する興味・関心や意欲と学習効果を高めるとともに、学習の基盤となる資質・能力である情報活用能力を育成するため、情報通信
ネットワークやコンピュータなどのICT環境を整備します。

学校教育課

　児童の学力充実、向上を目指すとともに、豊かな人間性、健やかな体づくりなど児童の「たくまし
く生きる力」を育成するため、学力調査等を踏まえた指導、副読本の活用や学習教材冊子の作
成、学校外での学習活動等を取り入れ、教育内容の充実を図る。

　府の研究指定を受け、教員の指導力向上等に取り組むとともに、地域学習を通じて郷土への理
解、愛着と誇りを高め、将来の自己の生き方・在り方の探求を進める「丹後学」の充実を図る。　ま
た、教育課題の解決に向けた教職員の研究事業に取り組むとともに、修学旅行における引率教
員の経費を支援する。

1,434       現状維持　地域の学習を通じて郷土への理解、愛着と誇りを高め、将来の自己の生き方・在り方の探求を
進める「丹後学」の充実を図る。　また、教育課題の解決に向けた教職員の研究事業に取り組む
とともに、修学旅行における引率教員の施設入場料等に係る経費を支援する。

現状維持52,802     29,028     

中学校丹後学等教育活動実践事業 学校教育課

R5決算額 R6予算額
評価を踏まえた今

後の方向性

1,241       

学務経費 学校教育課

4,763       4,776       4,874       現状維持　学校保健安全法に基づく就学時健康診断を行うとともに、学齢簿の管理、学校管理下での安
全衛生や事故災害に対応する。　また、小中学校の枠を超えた取組として、特別支援学級ふれあ
い交流会を実施する。

３．確かな学力の育成 決算額 （単位：千円） 事務の改善

主な取り組み
R4決算額

評価を踏まえた
今後の方向性

小学校教育振興事業 学校教育課

9,398       8,020       

小学校就学援助事業

7,336       

35,168     

中学校教育振興事業 学校教育課

　児童の主体的、意欲的な学習活動や読書活動を充実させ、学力の向上を目指すため、授業に
必要な学習教材を整備し、学習活動と教育内容の充実を図るとともに、学校図書を計画的に整
備する。

拡大18,894     20,001     

50,027     

小学校低学年から英語に親しむ活動を充実するなど、国際社会に生きる日本人としての基礎的な能力を系統的に育成します。

　グローバル化に対応するため、一般財団法人自治体国際化協会の「語学指導等を行う外国青
年招致事業（JETプログラム）」を活用し、国際交流員（CIR）を任用する。

外国語指導助手招致事業

25,458     

4,020       4,322       

拡大

小学校丹後学等教育活動実践事業 学校教育課

1,635       1,741       

1,386       1,161       現状維持

現状維持

学校教育課

　国際感覚を持ち将来グローバル社会で活躍できる人材を育成するため、市内の小中学校に在
籍する児童生徒を中心に、諸外国への興味関心を深め文化や伝統を理解する機会を創設し外
国語教育の充実を図るとともに、産学連携のもと新たな可能性を創造するSTEAM教育の推進を
図る。

7,296       17,365     

43,091     

R6予算額

現状維持

17,722     

10,874     

現状維持

小学校教育振興備品整備事業 学校教育課

10,508     
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↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課
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 事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

19

20

1

2

３．教育振興計画で掲げている主な目標指標

年度

R6

R6

R6

R6

R6

４．施策の進捗状況の評価と今後の課題［基本的方針の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

事務の改善

64,415     拡大
　大学等の高等教育への進学を希望する者で、経済的理由により修学困難な者に対して奨学金
の給付及び貸付を行う。　また、大学等を卒業後に就業する者で、本市に定住し、奨学金の返還
を行う者に対する定住促進奨学金支援を行い、将来を担う若者のふるさと回帰と地域の活性化を
図る。

評価を踏まえた
今後の方向性

827          

6学園

目標指標

R5

上記の「主な取り組み」への位置付けが困難な事業

主な目標指標

0

奨学金事業 教育総務課

現状維持

245,480    計

1,841       

290,325    

谷口謙・未来応援基金 教育総務課

2,845       3,183       

27,499     38,964     

教育総務課

721          

　経済的理由により大学等での修学が困難なものに対し、奨学金を貸し付けることを目的に、谷
口謙・未来応援基金へ積み立てるもの。

　経済的理由により大学等での修学が困難な者に対し、奨学金を給付することを目的に、奨学基
金へ積み立てるもの。

R6予算額

301,467    

基本的方針

12           現状維持

奨学基金

R4決算額

計画作成時 実績値（現状）

◎

中学校英語
のみ全国平
均以上

進捗状況区分 評価 令和５年度成果と今後の課題

学校の授業時間以外の勉強時間が１時間以上の児童の割合＜小学生
＞

％

H25 63.3
　　　　50.6
「全国学力・学習
状況調査」生徒
質問紙（中３）

％
学校の授業時間以外の勉強時間が１時間以上の生徒の割合＜中学生
＞

R5

R5
　　　　73.2
「全国学力・学習
状況調査」児童
質問紙（小６）

H25 62.8

×

主な取り組み
R4決算額 R5決算額 R6予算額

○

▲

８０％以上

７０％以上

R5 90％以上

小中学校
各教科の
全国平均
正答率

R5
市平均の全教科
全国平均以上

決算額 （単位：千円）

R5決算額

　保幼小中一貫教育を柱とする学校教育改革の推進により子どもの成長に応じた指導の一貫性を確保する体制を充実することで「確かな学
力」を育み、あわせて、学校園、家庭及び地域が協働し、相互に連携しながら教育力の向上を図ります。
　一人ひとりの個性や能力、確かな学力を育むとともに、地域社会への理解と関心を高め、グローバル化や情報化等の社会の変化に対応する
など、将来への夢と希望を基盤として未来を切り拓くことのできる「生き抜く力」を育みます。
　少子化の進行による学校の小規模化が予想されるなか、令和3年度に策定した学校適正配置基本計画に基づき、今後の学校の適正配置を
進めます。

目標値

6　（全中学校区
で実施）

学校園関係者による中学校区（学園）ごとの検証・評価・取り組みの改
善のサイクルの確立（実施中学校区）

中学校区

年度

評価を踏まえた
今後の方向性

将来の夢や目標を持っている生徒の割合＜中学生＞ ％
　　　　70.0
「全国学力・学習
状況調査」生徒
質問紙（中３）

H25 67.6

-一貫性・系統性のある指導による確かな学力の定着 ％

《学校園関係者による中学校区（学園）ごとの検証・評価・取り組みの改善のサイクルの確立（実施中
学校区）》
　学園ごとに設置した学校運営協議会の中で、各学園の評価アンケートを示し、学園の取組等に対する評価と検
証の場が位置付いている。また、そうしたことを受けて、学校運営協議会の活動報告書を作成することで、成果や次
年度に向けた課題及び目標を整理することができ、改善サイクルが確立できている。

《学校の授業時間以外の勉強時間が１時間以上の児童生徒の割合》
　令和4年度の評価を「学校の家庭学習時間は年々減少傾向にあり、授業と家庭学習を連動させた指導の改善が
求められる。」としたものの、令和5年度において中学校は増加したが、小学校はさらに減少している。
　令和6年度には、家庭学習の在り方について、市学力向上対策会議の重点課題として取り組み、各校・各学園で
の取組を一層充実させ、「自ら学習を調整する力」の育成につながるタブレットの持ち帰り学習と授業の連動を推進
する。

○

H25

年度
単位

４．社会を生き抜く力の育成 決算額 （単位：千円） 事務の改善

ＣＨＥＣＫ ＡＣＴ
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５．今後の施策展開の考え方（令和６年度までの主な取組）

2

進捗状況区分 評価 令和５年度成果と今後の課題

《一貫性・系統性のある指導による確かな学力の定着》
　令和5年度の結果を見ると、令和4年度に唯一全国平均以上であった中学校国語も全国平均を下回る結果となっ
た。
　令和6年度は、求められる資質・能力が向上される授業とは、どのような姿なのか、今一度振り返る必要がある。そ
の上で、各校・各学園で一層推進していく必要がある。「探究的な学び」やICTを活用した「個別最適な学び」「協働
的な学び」について、研究協力教員を募り、先進的な実践者による日常的な助言と講義をセットで実施することで、
授業改善の具体を学ぶ機会を設ける。
　また、その成果を市内に波及させる。その一環として中部大学の樋口万太郎准教授に講義を聞くことで、小中学
校の教諭が学び、自分の実践に生かすことで指導力の向上を図る。

《将来の夢や目標を持っている生徒の割合》
　年々の減少は下げ止まったが依然として目標値には達していない。夢や目標を「職業」のみに焦点を当てるので
はなく、自分の生き方を考える活動を学校教育の中で推進していく必要がある。その際、「丹後学」や児童生徒が
学びを記録し蓄積する教材として「キャリアパスポート」等を活用し、児童生徒が自分の成長を振り返りながら、夢や
希望、将来への展望を育む活動を推進・充実を図る必要がある。

No. 具　体　的　内　容

3

　京丹後市保幼小中一貫教育モデルカリキュラム丹後学【令和５・６年度活用版】等を活用した各
学園での系統的で一貫性のある指導を充実させるため、授業改善・授業研究を更に推進するとと
もに、全国学力・学習状況調査の学園分析結果を活用し個に応じたきめ細かな指導の充実を図
る。

　学園コーディネーター等の配置を継続するとともに、各学園に設置された学校・地域連携協議
会の学園運営協議会（コミュニティ・スクール）への移行が令和２年度に完了したことから、学校、
家庭、地域が連携した学習環境の体制作り、目指す子ども像に基づく学校・地域が連携した取
組を一層推進する。

施策展開の考え方

1

　平成28年度からの小中一貫教育の全市展開では、実質的に保育所・幼保連携型認定こども園
の就学前1年を含めた10年間の一貫教育を行っていることから、令和3年1月に名称を「保幼小中
一貫教育」に改めた。学園単位によるPDCAサイクルの実施とその検証・評価に基づく保幼小中
一貫教育推進基本計画等の適切な改訂を行う。また、市教育フォーラム等の啓発活動により、教
職員・保護者・地域住民への成果の明確化を図る。

4

　総合的な学習の時間を活用した「丹後学モデルカリキュラム」の自校園化に向けた取組と興味・
関心・意欲を高めるICT機器の整備推進を図るとともに、中学生の海外派遣やSTEAM教育の推
進・英語運用能力の向上に取り組むとともに、児童生徒の国際交流等を推進することにより、問
題解決能力や多様な他者と協働する力、英語運用能力を高め、本市で目指すグローバル人材
の育成を図る。

区分

ＡＣＴ
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26

01 87.2 %

02

10

15

01

10

87.7 %

02

11

26
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26

01 95.6 %

02

10

10

10

05

01 98.1 %

02

26

34



26

02 87.3 %

02

10

05

26

03 87.8 %

02

10

05

35



10

01

02 92.6 %

02

26

10

02

02 91.7 %

26

02

36



282

10

97.6 %

02

02

03

26

R2 R3 R4 R5

246

78

10

01

03 97.9 %

02

26

37



10

02

03 92.6 %

02

26

R5

03

10

98.5 %

02

03

26

R2 R3 R4
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146

99.4 %

6 0

203

146 57 0

39 540

17 0 0 17

57 0

4,2521,544 17

304 197

203

iPad 2,691

17

26

23

10

18

01

02

10

19

01 99.9 %

02

26

39



10

01

01 98.9 %

03

26

10

20

02

01 98.9 %

26

40



10

01

01 99.7 %

04

26

10

02

01 100.0 %

04

26

136,318 768 42 785 136,377
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04

100.0 %

10

03

01

26

68,782 7,008 27 3,156 64,957
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